
（様式）

単位：百万円

(519百万円)
(0百万円)

B

C

F　運用方法と運用収入実績について

運用金額
(百万円）

運用収入
(円)

397百万円 277,187円

430百万円 31,833円

366百万円 155,513円

支出月支出月 支出月 支出月

520百万円

（国からの交付決定額）
（運用収入額）

執行（支出）済み額

平成２１年度補正予算において設けられた
基金の執行状況等について

基金名称 島根県緊急雇用創出事業臨時特例基金

141百万円

基金設置法人名 島根県

A

基金造成のための
国からの交付決定額
（平成21年度補正予算）
（運用収入を含む。）

平成23年度下半期終了時
におけるAの金額の残高

（A-C）
379百万円

E

翌半期以降の執行
見込みについて

残額については順次交付予定。

（執行見込額） 379百万円

政保債・地方債

科目 当該運用方法を選択している理由

預貯金

執行済み額（C)の
平成23年度分合計 77百万円

執行済み額（C)の
平成22年度分合計

短期・長期信託

有価証券

国債

64百万円

繰替運用

基金条例等により繰替による運
用が規定されているため（２２．
４．１～２３．３．３１）

基金条例等により繰替による運
用が規定されているため（２３．
４．１～２３．５．２５）

基金条例等により繰替による運
用が規定されているため（２３．
５．２５～２４．３．３０）



（様式）

>2009/3<2009/10 >2009/9/30 <2010/4/1
D 単位：円

支出目的 支出額 支出相手先

住宅手当緊急特別措置事業、生活
保護受給者就労支援事業 66,056,000 18市町村

生活福祉資金相談等体制整備事
業 28,802,000

島根県社会福祉協議
会

住宅手当緊急特別措置事業、生活
保護受給者就労支援事業 3,389,000 １５市町

住宅手当緊急特別措置事業、生活
保護受給者就労支援事業 -3,398,000 ３町

住宅手当緊急特別措置事業、生活
保護受給者就労支援事業 -30,680,000 １９市町村

住宅手当緊急特別措置事業、生活
保護受給者就労支援事業 17,839,000 １８市町

生活福祉資金相談等体制整備事
業 8,250,000

島根県社会福祉協議
会

生活福祉資金相談等体制整備事
業 8,250,000

島根県社会福祉協議
会

住宅手当緊急特別措置事業、生活
保護受給者就労支援事業 19,233,000 １８市町

住宅手当緊急特別措置事業、生活
保護受給者就労支援事業 18,524,000 17市町村

生活福祉資金相談等体制整備事
業 8,250,000

島根県社会福祉協議
会

住宅手当緊急特別措置事業、生活
保護受給者就労支援事業 -5,627,000 6市町村

住宅手当緊急特別措置事業、生活
保護受給者就労支援事業 997,000 2市町村

生活福祉資金相談等体制整備事
業 8,250,000

島根県社会福祉協議
会

住宅手当緊急特別措置事業、生活
保護受給者就労支援事業 -7,193,000 16市町村

1月 補助金交付（減額）

11月 補助金交付

1月 補助金交付

9月 補助金交付

支出月 科目

3月 補助金交付

12月 補助金交付

4月 補助金交付（精算）

6月 補助金交付

6月 補助金交付

9月 補助金交付

9月 補助金交付

2月 補助金交付

12月 補助金交付

4月 補助金交付（精算）

3月 補助金交付

執行済み額（C)の内訳


